
　附   属   明   細   書　（障害者職業能力開発勘定）

平成３０事業年度

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
自　　平成３０年　４月 　１日

至　　平成３１年　３月 ３１日



（単位：円）

当期償却額 当期減損額

有形固定資産 工具器具備品 122,291,462 7,127,160 3,682,002 125,736,620 112,105,924 20,320,517 0 0 13,630,696

(償却費損益内) 計 122,291,462 7,127,160 3,682,002 125,736,620 112,105,924 20,320,517 0 0 13,630,696

有形固定資産 工具器具備品 6,721,822 0 225,400 6,496,422 6,358,782 30,048 0 0 137,640

(償却費損益外) 計 6,721,822 0 225,400 6,496,422 6,358,782 30,048 0 0 137,640

有形固定資産 工具器具備品 129,013,284 7,127,160 3,907,402 132,233,042 118,464,706 20,350,565 0 0 13,768,336

合計 計 129,013,284 7,127,160 3,907,402 132,233,042 118,464,706 20,350,565 0 0 13,768,336

無形固定資産 電話加入権 11 0 0 11 0 0 0 0 11

計 11 0 0 11 0 0 0 0 11

（注１）工具器具備品の当期増加額 7,127,160円は、職業訓練用機器等の取得によるものである。

（注２）工具器具備品の当期減少額 3,907,402円は、職業訓練用機器等の除却によるものである。

減損損失累計額
当期減少額 期 末 残 高

減価償却累計額
資産の種類 期 首 残 高

１．固定資産の取得、処分、減価償却費（｢第87 特定の償却資産の減価に係る
会計処理｣及び「第91 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」

による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細

摘　要当期増加額 差引当期末残高



（単位：円）

　破産更生債権等 0 0 0 0

計 39,529 △ 9,154 30,375 0

0

0 0

0 0

※算定方法につい
ては、注記を参照

0 00

0 0 0 0　貸倒懸念債権 0

期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高

未収金 39,529 △ 9,154 30,375 0 0 0

　一般債権 39,529 △ 9,154 30,375

２．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

区     分
貸 付 金 等 の 残 高 貸 倒 引 当 金 の 残 高

摘   要
期 首 残 高 当期増減額 期 末 残 高



（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘   要

資本金 政府出資金 30,117,042 0 0 30,117,042

計 30,117,042 0 0 30,117,042

資本剰余金 資本剰余金

　損益外除売却差額相当額 △ 21,470,101 0 225,400 △ 21,695,501 資産の除売却による減

計 △ 21,470,101 0 225,400 △ 21,695,501

損益外減価償却累計額 △ 6,554,132 △ 30,048 △ 225,398 △ 6,358,782 資産の除売却による減

損益外減損損失累計額 △ 791,989 0 0 △ 791,989

差  引  計 △ 28,816,222 △ 30,048 2 △ 28,846,272

３．資本金及び資本剰余金の明細

区     分



（単位：円）

（注１）　独立行政法人通則法第44条第1項積立金の当期増加額及び減少額の内訳は次のとおりである。

【独立行政法人通則法第44条第1項積立金期首残高】

【当期増加額】

　　前中期目標期間最終年度末の未処分利益

当期増加額計

【当期減少額】

　　国庫納付額

当期減少額計

【独立行政法人通則法第44条第1項積立金期末残高】

418,395,446 515,545,703 0計 97,150,257

（注１）

４．積立金の明細

区     分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘   要

独立行政法人通則法第４４条第１項積立金 97,150,257 418,395,446 515,545,703 0

515,545,703

515,545,703

0

97,150,257

418,395,446

418,395,446



（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①　運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

②　資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 （単位：円）

障害者職業能力開発事業 7,127,160 工具器具備品　 　　　　　   7,127,160円 0

合　　　計 7,127,160 0

セグメント
資産見返運営費交付金への振替 資本剰余金への振替

振　替　額 主　な　使　途 振　替　額 主　な　使　途

合　　　計 871,509,840 822,744,064

期間進行基準による振替額 198,700,447 188,318,885
人件費 　　　　　　　　　   　　 26,146,459円
謝金　　　　　　　　　　　　　　 24,571,078円
その他一般管理費 　　　　　　　 137,601,348円

費用進行基準による振替額 0 0

業務達成基準による振替額 672,809,393 634,425,179
人件費 　　　　　　　　　　 　  464,141,313円
障害者職業能力開発校運営費   　 170,283,866円

0

区　　　分 運営費交付金収益
運 営 費 交 付 金 の 主 な 使 途

費　　　用 主　な　使　途

0 878,637,000 871,509,840 7,127,160 0 878,637,000

５．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

期 首 残 高 交付金当期交付額
当 期 振 替 額

期 末 残 高
運営費交付金収益 資産見返運営費交付金 資本剰余金 小   計



（３）運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

計 0

費用進行基準を採用した業務に係る分 0 ○費用進行基準を採用した業務はない。

業務達成基準を採用した業務に係る分 0 ○翌事業年度への繰越額はない。

期間進行基準を採用した業務に係る分 0 ○翌事業年度への繰越額はない。

運営費交付金債務残高 使　用　見　込　み



( 単位 ：千円、人 ）

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

(　)は非常勤

（注１）役員に対する報酬等の基準並びに職員に対する給与及び退職手当の支給基準は、役員給与規程（平成１５年

　 規程第４号）、職員給与規程（平成２５年規程第７号）、役員退職手当規程（平成１５年規程第５号）及び

職員退職手当規程（平成２５年規程第６号）に基づいている。

（注２）支給人員数は、共通経費の配賦を行ったことにより、実際の支給人員数と異なるため記載をしていない。

（注３）役員欄の上段の支給額は非常勤監事で、外数である。

（注４）上記明細のほかに、嘱託職員に係る給与等として、123,233千円の支給があり、損益計算書において、

その他の一般管理費及びその他の業務費の内訳費目（謝金）として整理している。

（注５）単位未満は、切捨てにより表示している。

６．役員及び職員の給与の明細

区       分
報  酬  又  は  給  与 退   職   手   当

支   給   額 支 給 人 員 支   給   額 支 給 人 員

役       員
40 － － －

981 － － －

職       員
－ － － －

412,183 － 77,461 －

合       計
40 － － －

413,165 － 77,461 －



７．開示すべきセグメント情報

　障害者職業能力開発勘定は、単一セグメントであり、障害者職業能力開発事業のみを実施していることから、当該勘定別附属明細書におけるセグメント情報の
記載を省略しております。
　なお、障害者職業能力開発事業セグメントの財務情報については、法人単位附属明細書の「１９.開示すべきセグメント情報」に記載しております。



８．関連公益法人等に関する事項

①　労働関係法人企業年金基金

　（１）　関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

を行い、もって加入者及びその遺族の生活の安定と福 つとして当機構が含まれ 辻田　博 （理事長代理）

祉の向上に寄与することを目的とする。 る。 益塚　和彦　 （千葉支部長）

　確定給付企業年金法（平成13年6月15日法律第50号） 　当基金は、平成２９年に 松見　和彦

に基づき、加入者の老齢、脱退又は死亡について給付 設立され、実施事業所の一 櫻井　眞一

広本　和博　　※ （九州職業能力開発大学校）

山本　英治　　※ （関西職業能力開発促進センター）

若林　革　　　※ （千葉職業能力開発短期大学校）

吉池　貴久　　※ （中部職業能力開発促進センター）

労働関係法人

企業年金基金

（注）※印を付した者は、確定給付企業年金法に基づき、基金加入員において互選した代議員から互選された者である。



関連公益法人等と当法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

掛金（事業主負担分）

労働関係法人

企業年金基金
当基金加入員（厚生年金に加入する一定

条件を満たすすべての当機構職員）の老

齢、死亡又は脱退について給付を実施

（２） 関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

14,538,274,089

（注）上記金額は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間の金額である。

労働関係法人
企業年金基金

14,673,750,124 15,321,170,040 △ 647,419,916 15,512,465,504 974,191,415



　（３）　関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

労働関係法人企業年金基金 ― 786,957,190

関連公益法人等名
債権の明細内容（注） 債務の明細内容（注）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（注１）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額掛金の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　関連公益法人等との取引の状況

関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

関連公益法人等の事業収入の金額及び当該収入のうち当法人の発注等にかかる金額及び割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合

労働関係法人企業年金基金 ― ― 未払金 65,310,600

（注）上記金額は、平成３１年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

労働関係法人企業年金基金 15,512,465,504 0 ―

（注）上記金額は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間の金額である。



②　雇用支援機構健康保険組合

　（１）　関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名）

及び保健事業を実施している。 は、昭和５２年から加入し 奈尾　基弘　　※ （総務部長）

ている。 赤松　伸一　　※ （島根職業能力開発短期大学校）

　健康保険法に基づき、組合員である被保険者の健康 　当組合は、昭和３６年に 辻田　博　　　※ （理事長代理）

保険を管掌することを目的とし、法定給付、付加給付 設立され、当機構において 松原　吉信　　※ （東京職業訓練支援センター所長）

松原　和範　　※ （福岡職業能力開発促進センター）

横山　真樹　　※ （北海道職業能力開発大学校）

小笠原　雅彦　※ （愛媛職業能力開発促進センター）

渡辺　隆夫　　※ （経理部次長）

雇用支援機構

健康保険組合

（注）※印を付した者は、健康保険法に基づき、被保険者である組合員の互選した組合会議員から互選された者である。



　　　　関連公益法人等と当法人の取引の関連図

独立行政法人

高齢・障害・求職者雇用支援機構

健康保険料（事業主負担分）

雇用支援機構

健康保険組合
　　　　当機構職員等に対し、法定給付、付加給付

　　　　及び保健事業を実施

　（２）　関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

関連公益法人等名 資　　産 負　　債 正味財産の額 当期収入合計額 当期支出合計額 当期収支差額

40,754,906

（注）上記金額は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間の金額である。

雇用支援機構
健康保険組合

1,856,405,514 152,776,750 1,703,628,764 3,769,464,518 3,728,709,612



（注１）上記金額は、平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間の金額である。

（注２）当事業年度において負担した会費、負担金については、全額保険料の事業主負担分であり、法人全体の金額である。

　（４）　関連公益法人等との取引の状況

関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

　（３）　関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

関連公益法人等名 基本財産に対する出えん、拠出、寄附等 当事業年度において負担した会費、負担金

雇用支援機構健康保険組合 ― 1,803,799,913

雇用支援機構健康保険組合 ― ― 未払金 126,473,744

（注）上記金額は、平成３１年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

関連公益法人等名
債権の明細内容（注） 債務の明細内容（注）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

雇用支援機構健康保険組合 3,769,464,518 0 ―

（注）上記金額は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間の金額である。

関連公益法人等の事業収入の金額及び当該収入のうち当法人の発注等にかかる金額及び割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額 当法人の発注等にかかる金額 割合



③　特定非営利活動法人千葉県障害者就労事業振興センター

　（１）　関連公益法人等の概要

法人の名称 業務の概要 当法人との関係
役員の氏名

（当法人での最終職名（注））

　「障害者の工賃アップのための就労事業を活性化す 　障害者就労施設等の共同受注窓口として物品 加藤　裕二

る事業」を千葉県等より受託し、県内の障害者就労施 等を調達している。 外山　義哉

設等で働く障害者の工賃向上に向けて、主に次の事業 本宮　敏雄

を行う。 寺田　一郎

　・千葉県内の障害者就労施設等に対する生産活動 伊澤　希久子

　や、販売活動の支援事業 森田　美智子

　・行政、企業等から受けた役務等の注文を、複数の 大泉　薫

　県内の障害者就労支援施設へ割り振るなどの共同受 辻内　理章

　注窓口としての事業 伊庭　洋司

特定非営利活 緒方　ともみ

動法人千葉県 遠藤　マツヱ

障害者就労支

援センター

（注）当法人での最終職名は、独立行政法人雇用・能力開発機構においてのものを含む。



100,482,329 95,624,985

関連公益法人等名

特定非営利活動法人
千葉県障害者就労支援センター

資　　産

39,538,520 18,897,643

正味財産の額

20,640,877

独立行政法人
高齢・障害・求職者雇用支援機構

障害者就労施設等（千葉県内）

（共同受注窓口）

特定非営利活動法人
千葉県障害者就労事業振興センター

物品等の調達 あっせん・仲介

関連公益法人等と当法人の取引の関連図

当期収支差額負　　債

（注）上記金額は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間の金額である。

4,857,344

基本財産に対する出えん、拠出、寄附等

―

当事業年度において負担した会費、負担金

―

関連公益法人等名

特定非営利活動法人　千葉県障害者就労支援センター

（３） 関連公益法人等の基本財産等の状況

（単位：円）

（２） 関連公益法人等の財務状況

（単位：円）

当期収入合計額 当期支出合計額



　（４）　関連公益法人等との取引の状況

関連公益法人等に対する債権債務の明細

（単位：円）

関連公益法人等名
債権の明細内容（注） 債務の明細内容（注）

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

特定非営利活動法人　千葉県障害者就労支援センター ― ― 未払金 4,643,665

（注）上記金額は、平成３１年３月３１日現在の金額であり、法人全体の金額である。

関連公益法人等の事業収入の金額及び当該収入のうち当法人の発注等にかかる金額及び割合

（単位：円）

関連公益法人等名 事業収入の金額
当法人の発注等にかかる金額

内訳 金額 割合

0 －

　うち競争性のない随意契約 49,741,677 －

（注）上記金額は、平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの期間の金額である。

特定非営利活動法人　千葉県障害者就労支援センター 99,707,259

当法人の発注等 49,741,677 49.9%

　うち競争契約 0 －

　うち企画競争・公募
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